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１．はじめに 

北陸銀行 国際部 

ニューヨーク駐在員事務所     

内間 洋子 

２．祝日制定までの経緯 

 毎年6月19日は、黒人奴隷の解放を祝う「ジューンティーンス独立記念日」と呼ばれる

祝日です。2021年に制定されたこの祝日は、1983年に制定されたアフリカ系アメリカ人

に対する人種差別撤廃を訴える公民権運動の父・キング牧師に敬意を示す祝日（1月15日）

以来、アメリカ合衆国で最も新しい祝日となりました。 

 ジューンティーンス独立記念日は、南北戦争(1861-1865)中の1863年、奴隷制反対派の

北軍にアフリカ系アメリカ人兵士が入隊し活躍したのを契機に、リンカーン大統領が奴

隷制擁護派の南部連合が支配する地域の黒人奴隷たちに対し解放を宣言したことに由来

しています。 

 当時は通信手段が普及しておらず戦乱も続いていたため、ワシントンD.C.から最も遠

いテキサス州ガルベストンの町に北軍のグレンジャー将軍によって南北戦争の終結宣言

と奴隷解放宣言が伝えられたのは、元々の宣言日から2年半後の1865年6月19日でした。

全州で奴隷制が正式に廃止されることになり、翌年にはその日付に由来する「ジューン

ティーンス（Juneteenth、6月(June)と19日(nineteenth)の混成語）」と呼ばれる記念日

が全米に広がり、各地のコミュニティでアフリカ系アメリカ人の解放を祝うイベントが

開かれるようになりました。 

 この記念日が連邦共通の祝日に制定された経緯には、2020年5月にミネアポリスの街角

でアフリカ系アメリカ人男性が警察による職務質問中の暴行により死亡した事件が影響

しています。事件の動画がネットに投稿されると全米に抗議運動が起こり、さらには白

人警官によるアフリカ系アメリカ人への過剰な暴力や殺害に対する法的改善を求めてい

るブラック・ライブズ・マターなどの政治運動グループも加わり、騒動は世界各地に広

がりました。 

 折からの2020年秋の大統領選挙期間と重なり、民主党のバイデン候補と共和党の当時

現職のトランプ大統領は、暴動を鎮火し、アフリカ系アメリカ人から票を獲得するため、

「ジューンティーンス」を連邦の祝日と定め、人種差別問題に真摯に取り組むことを 



４．おわりに 
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３．新たな賠償の動き 

公約に掲げました。その後、当選を果たしたバイデン大統領が法案に署名し、6月19日が

「ジューンティーンス独立記念日」として祝日に制定されることになりました。 

 当日は、あらゆる人種の人々が共にアフリカ系アメリカ人の祖先が強いられた奴隷制 

の歴史について学び、今も続く様々な差別について考え、自尊心を養うことを目標とし､

コンサート、演説、ワークショップ等のイベントが各地で行われます。  

 近年、幾つかの州や市において、歴史的な差別によってアフリカ系アメリカ人に与え

た様々な被害に対する具体的な賠償を検討する動きが出ています。 

 イリノイ州のエバンストン市は、2019年に黒人差別を許した市の歴史を正式に認め、

アフリカ系アメリカ人住民に謝罪しました。さらに全米で初めて、1919年～1969年の間

に出された住宅関連の差別的な市条例によってローンの貸し渋りや強制移住、不当な土

地の取り上げ等の被害を受けたアフリカ系アメリカ人の住民と子孫に、今後10年間で総

額1,000万ドル(約15億5,000万円)、1軒当たり約400万円を上限とした賠償金の支払いを

決定しています。（1ドル＝155円で計算） 

 ニューヨーク州でも、ホークル州知事が昨年、州の歴史的差別制度に関する調査や賠

償を検討する委員会の設立を承認しました。ニューヨークでは、南北戦争開始より34年

も前の1827年に奴隷制は廃止されましたが、その後も長らく警察・司法の慣行、住宅、

学校において差別が続いたため、人種間の貧富の格差が広がりました。昨年の調査によ

ると、ニューヨーク州の白人世帯とアフリカ系アメリカ人世帯の純資産の中央値には、

現在でも約15倍の差があります。 

 アメリカ合衆国初のアフリカ系アメリカ人の大統領だったオバマ大統領(2009-2017) 

も在任中に「米国の富のかなりの部分は奴隷の働きによって得られたもので、賠償は正

当と考えられる」とし、国として賠償問題に取り組みたい意向でしたが、白人の敵対的

な政治環境のもとでは実現不能だったと述べています。最新の試算によると、19世紀に

米国にいた祖先を持つアフリカ系アメリカ人の子孫に対する賠償額は、総額約20兆円に

達すると言われています。1988年に、第二次世界大戦中にアメリカ国籍でありながら人

種差別のもと強制収容所に移された日系アメリカ人とその子孫へ支払われた賠償金（総

額約2,000億円、1人310万円)と比べても非常に規模が大きいため、今後の成り行きが注

目されています。  
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